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本稿は、一般視聴者への普及が、足ぶみ状態にあるハイビジ ョン放送の普及阻害要因の分析で

ある。ハイビジョンは、1970年 に開発が始ま り、現在は放送衛星より一 日13時 間の放送が行われ

ている。 しか し、受信機の普及台数は1996年3月 で14万6千 台にすぎない。

1980年 代、ハイ ビジ ョンの放送関係者や受信機メーカー、郵政省、通産省は、受信機価格が100

万円を切れば、100万 台の普及があると予想 していた。ところが、現在受信機は30イ ンチで40万

円台のものが登場 しているにもかかわ らず、普及の伸びは大幅に遅れているのである。本稿では、

技術上の問題、対アメ リカ、 ヨーロッパなど国際政治上の壁、デジタル技術を基盤とするネ ット

ワークや、衛星多チャンネル放送の発達に象徴される、いわゆる情報革命による影響など多方面

からの阻害要因の分析を通 して日本が開発 した 「次世代テ レビジョン」の現状と将来を考えるも

のである。
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第①章 ハイ ビジ ョン普及への不安

ハイ ビジ ョン放送は、平成元年にBS第2チ ャンネルにより、1日1時 間の実験放送開始、そ

して平成3年11月25日 より、BS-3bの 第9チ ャンネルに於て、1日8時 間前後の試験放送を

実施。平成8年4月8日 か らは月～金が1日13時 間(NHK7時 間 ・民放6時 間)、 土～日が1

日14時 間(NHK8時 間 ・民放6時 間)の 実用化試験放送の実施にともない放送時間量は着実に

増加 し、本放送へ向かっての確実なステップを踏みっっあるように見える。 しか しながら、受信

機の普及台数でみ ると、平成8年3月 末現在、ハイビジ ョンテ レビは14万6千 台にす ぎない。

(郵政省放送行政局調べ)こ れを郵政省予測の1996年 ・449万台(昭 和62年 予測)と 較べ るとい

かにも大差である。(表 ①参照)

表① ハイビジョン普及予測(郵 政省)

西 暦 ハイビジョン普及率% 普及世帯数(単 位千)

1990 0.7 270.0

91 1.1 438.5

92 1.8 709.8

93 2.8 1143.2

., 4.5 1827.9

95 7.1 2891.2

96 10.9 4499.9

97 16.6 6841.3

.・ 24.2 10066.3

.. 34.0 14188.2

2000 45.4 18982.8

表② ハイビジョン普及予測
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449万 台とは日本の全世帯の約10%に 当る。 この数字が発表された1987年 当時、ハイ ビジ ョン

受信機は一台350万 円～450万 円も したが、5年 以内に100万 円に下がることが予測されていた。

当時、家電業界には 「ハイビジョン100万 円で100万 台」という期待が高まっていた。

郵政省、通産省、メーカー、NHK4者 のそれぞれのハイ ビジョン普及予測を並べると表②の

ようになるが、4者 とも今 となっては実態か らははるかに遠い予測となっている。

1996年 度末でみ ると、郵政省予測は約450万 台、NHKは400万 台、通産省300万 台。さすがメー

カーは一番厳 しい見方で130万 台と低い予測だが、それでも実態 とは一ケタの相違がある。表②

によれば100万 台未満を 「導入期」200万 台未満が 厂普及促進期」、「事業転換期」に入ればメーカー

以外は400万 台を越す予測となっているが、現状は6年 遅れの 「導入期」 に低迷 していることと

なる。最も慎重なメーカーでさえ、1994年 には20万 台と予測 しているのであるから、事態は深刻

と言えよう。

50万 円台の受信機が売 り出される1997年 度の予測は、メーカーでさえ200万 台である。現在、

50万 円を切 り、40万 円台の受信機が店頭に並んでいるにもかかわ らず、普及は14万 台強にす ぎな

い。次世代のテ レビジョンと宣伝され、その市場規模は2000年 には3兆4千 万円(表 ③参照)の

巨大市場が期待されていた。

表③ ハイビジ・ン市場規模擺 蕪 穿91ハ イビジョン

2000年の市場規模

放 送 3兆3,333億 円

映 画 制 作 505

ビ デ オ ・パ ッケ ー ジ 142

ハ イ ビジ ョン・シ ア ター 24

印 刷 ・ 出 版 16

計 3兆4,020億 円

この予測 も'95年 度版の情報通信年

鑑によれば、2兆7千 億円へと下方修

正されている。 このような状況により

NHKの 普及予測も1995年1月 の時点

に大幅下方修正され、'96年30万 台、
'98年150万 台

、2000年420万 台と発表

された。何故、ハイビジ ョンの普及推

進は、当初の大方の予想を裏切 り低調

なのか。

第②章 ハ イビジ ョンを支えるテ クノロジー

(1)そ の基本技術 と開発 目的

ハ イビジ ョンは、「将来のテレビ」として、 日本で昭和45年 に研究が着手され開発 された新 し

いテ レビシステムである。その走査パラメーターは表④に示す。

○走査線数は現行NTSC方 式の約2倍 の1125本 。

○ア ス ペ ク ト比(画 面 の 縦 横 比)は 、 現 行 テ レ ビの34に 対 し、916と ワ イ ド化 。

表④ ハイビジョンと現行テレビの比較

現 行 テ レ ビ ハ イ ビジ ョン

走 査 線 525本 1125本

アスペク ト比 34 9:16

最適視距離 画面の高さの6倍 画面の高さの3倍

水 平 視 角 10° 30°

立=ヒ日 尸 FM(ア ナロ グ) PCM(デ ジ タル)

○上 記2っ の条 件 に よ り、 映 像 信

号 帯 域 幅 は 、 現 行 テ レ ビの 約5

倍 の20メ ガ ヘ ル ツ。 従 って 画 素

数 も 約5倍 と な る。

○音 声 は 現 行 テ レ ビのFM(Fre

quencyModulation・ ア ナ ロ グ)

か らCompactDisk相 当 のPC

M(PulseCodeModulation
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パルス符号変調 ・デジタル)へ と高音質化 し、さらに、映画の ドル ビーステ レオの音響再生方

式と同 じ前方3チ ャンネル、後方1チ ャンネルの4チ ャンネル方式である。

以上の基本走査パラメーターにより、ハイビジ ョンは現行テレビシステムに比較 して、次のよ

うな利点を持っ と云われ る。

○走査線数 の倍増により画質のきめ細かさが増 し、画面に近づいてもチラツキが出ない。

○テ レビの最適視聴距離は、現行テ レビが画面の高さの6倍(6H)必 要であるのに対 し、ハイビ

ジョンは3倍(3H)で ある。その分、画面に近づ く事が出来、画面に対す る水平見込み角は、

現行テ レビの10度 に対 し、ハイビジ ョンは30度 と拡大 し、臨場感が増大す る。(図 ①参照)

図1ハ イビジョンと現行テレビの見込み角(Hは 画面の高さ)

ハイ ビジ ョンの開発に主力メンバーとして参画 した元NHK放 送技術研究所長の杉本昌穂はそ

の研究開発意図を次のように述べている。(感 覚革命ハイビジ ョン・1991年読売新聞社刊)「 いま

やテ レビは、成熟期、飽和期を迎えています。現在のテ レビは、今後もわた したちの生活のなか

で大 きな役割を果た してい くで しょう。 しか し、二十一世紀に向けて始まろうとしている高度情

報化時代を担う主要メデ ィアとして、さらに飛躍するためのエネルギーを現在のテ レビに期待す

ることは無理で しょう。大きなパワーを秘めたハイビジ ョンこそ、新時代 にふさわ しいメディア

といえます」

この本の中で杉本をは じめ、ハイ ビジョンの開発に関わって来た技術者たちが くり返 し述べて

いることは、HDTV(HighDefinitionTV一 ハイビジ ョンはその愛称)は テ レビの次世代 シ

ステムであ り、高度情報化社会の中核のメディアとなるだけのハー ドの力を持 っているというこ

とである。 当然の ことなが ら、日本の開発 したこのシステムが世界統一規格となり、現行テ レビ

の如きNTSC,PAL,SECAMの 三方式に別かれて使い勝手の不自由な状況を一変するこ

とが期待されている。 この本の執筆時点である1990年 初頭の段階では、現在のようなインターネ ッ

トの急速 な普及や、CS(通 信衛星)を 使 ったデジタル ・マルチチャンネル(デ ジタル信号を帯

一78一



域圧縮することにより、200～300チ ャンネルのVHS品 質 レベルの放送が可能)の 動向も現実感

を持たれていなかった。

(2)伝送(放 送)方 式

ハイビジ ョンの信号(ス タジオ信号)は 、輝度信号が30メ ガヘルツ、2つ の色信号が30メ ガヘ

ルツ、合わせて60メ ガヘルツにもなる。衛星放送に割 り当て られた1チ ャンネルの帯域幅は27メ

ガヘルツであるか ら、このままでは放送出来 ない。

そのため に考え出 された伝送方式がrMUSE方 式」(MultipleSub-NyquistSampling

Encoding)で ある。まず、家庭向けの放送であることを考慮 して、帯域幅を狭 くする。(輝度信号

を20メ ガヘルツに、2つ の色信号を14メ ガヘルツに減 らす)し か し、これでも帯域幅は34メ ガヘ

ルツになるため、衛星1チ ャンネルにはおさまり切れない。MUSE方 式ではさらに多重サンプ

リングによ って、帯域幅を4分 の1に ※圧縮す る。サンプ リングとは原信号のなかか ら、標本 に

あたるものを選び出し、間引いて構成するという意味である。

現行テレビでは一枚の画面(フ レーム)は2回 に分けて(2フ ィール ド)伝 送されるが、ハイ

ビジョンでは4回 に分けて(4フ ィール ド)送 られ る。

※帯域圧縮は、デジタル信号の統計的性格に着目し、データに含まれている余計な信号を除去 して、よ

り少ない情報を送信、受信側で原データを再生する。

多少煩雑になるが以下にその仕組みを図② により説明す る。

図2MUSE伝 送システム略図
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1.34メ ガヘルツとなったハイビジョン信号は、アナログ→デジタル変換器(A/Dコ ンバータ)

によってデジタル信号に変換され、サ ンプ リングによって画素に分け られ る。(図 ②一④)

2.次 に、 フィール ドオフセ ッ トサ ブサンプ リングによって、画素の数を2分 の1に 間引 く。

(図② 一⑤)

3.さ らに、フ レームオフセ ットサブサンプリングによって、横方向に一っおきに、4回 に分け

て(4フ ィール ド)送 る。(図 ②一◎)

◎のサンプルの間隔は@の4倍 になっている。これは逆に言えば◎では伝送に必要 な帯域幅

が③の4分 の1に なったと言える。

4.こ のようにして伝送された4フ ィール ドのサンプルは受信機のメモ リーに蓄え られ⑤のサン

プルが復元され る。(図 ② 一④)し か し、これでは不十分で@の サンプルの形にまで戻さね

ばならない。だが、2つ のフィール ドオフセ ッ トサンプリングによって2分 の1に 間引かれ

た画素は送れてないのだか ら、存在せず受信機の中で合成す るより方法はない。

5.従 って、欠けた画素は、周囲の画素の平均値により創出する。(図② 一◎)「 内挿」と呼ばれ

るこの方法によって、受信機にはほぼ原画に近い画像が伝送 されることになる。

第③章 基本技術に指摘される弱点

上記②章 「ハイ ビジ ョンを支えるテクノロジー」によって、ハ イビジ ョンを構築す る基本的な

技術システムにっいて概観 した。

ハイビジ ョンは、 日本が開発 した放送ニューメディアを支える高度な技術システムとして、又

広い産業分野に応用が可能な基幹的映像メディアとして、高い評価を受けている一方、そのシス

テムの弱点が指摘され る過渡的システムでもある。以下にその点を考察す ることとす る。

1)画 面 の輝度の低さ

1985年 っ くば万博でハイビジ ョンが大h的 に公開された時、先ず指摘されたのは、その画面の

暗さ(輝 度の低さ)で ある。会場に置かれたスタン ドタイプのハイビジ ョンモニターには、画面

をおおうような形で遮光幕がかぶせ られ、視聴者はその幕の中に体を入れて画面を見た。画面の

輝度の低さの上に、万博会場のっ くば市の明るい太陽光線が画面 に入ると、モニターはうす暗 く

ほとんど識別不能となったか らである。

っ くば万博では、視聴空間が外部ということもあって、これを理由にハイビジ ョン画面の良し

悪 しを言うのは酷であったが、その後、1989年 定時実験放送が始 って、各地の放送局や郵便局、

メー カーの展示室など、室内での視聴が広がるにっれて、画面のキメ細 さは評価されるが、輝度

の低 さによる画面の暗 さが失望とともに語 られることとなった。

ハイ ビジ ョンに対す る否定的発言で知 られ るノンフィクシ ョンライターの高橋健二は、その著

作 「ハイビジョンNHKの 陰謀」(1992年 光文社刊)で 次のように表現 している。

「ハイビジ ョンは走査線と走査線の間の白い隙間が狭い(ド ットピッチが小さい)の で、現行の

NTSCテ レビとくらべて暗 く感 じる」「画面が暗 くてワイ ドになった分、画像がボワッとして

いる」ここで言う ドッ トピッチとは、蛍光体 ドッ トトリオピッチのことと思われるが、ハイビジ ョ

ンの場合は30イ ンチ画面で0.35mm、40イ ンチで0.46mmで 現行テ レビの2分 の1位 である。 しか し

なが ら、画面の暗さを印象づける主たる要因はむ しろ、ブラウン管の蛍光面を撃っ 「高解像度電

一80一



子銃」と、それに組み合わされる 厂高精密シャ ドウマスク」にあると思われる。電子銃 による電

子 ビームスポ ットは、 ミクロン単位であけ られたシャ ドウマスクの穴を通 って蛍光面を撃ち、発

光発色させ るが、ハイ ビジ ョンの場合 この穴は0.3ミ クロンと極小である。穴が小 さければ電子

ビームの力は弱まり、到達す る蛍光面の発光 も弱 くなる。ハイビジョンが高精細な画素を得 るた

めの、止むを得ない技術的温路である。(図 一③参照)

2)受 信機での情報量は走査線700本 分に減少する

前記 「伝送方式」てせ述べた如 くMUSE方 式の受信機では 「内挿」と呼ばれる、欠けた画素

の創出が行われる。これはあくまでも周辺画素の平均値による 「創出」であって、原画画素その

ものではない。

原画時点、1125本 の走査線上にあ った画素数は、放送されて到達する受信機の段階では700本

の走査線の画素数にまで減少することとなる。これは実際のところ一般的な人間の眼には判別出

来ず、クオ リテ ィーを損なうものではないと言われているが、現行テレビとくらべても大差 とは

いえない700本 では、ハイビジ ョンと呼ぶ事を疑問視する声があるのは当然 と言えよう。衛星1

チ ャンネルに乗せる事を条件 とせざるを得なか ったハイビジ ョン放送方式が生み出した過渡的技

術方式(MUSE方 式)の 根本的克服課題であると言えよう。

3)臨 場感は現行テレビと変わらない。

画面に対す る水平見込み角は、現行テ レビの10度 に対 し、ハイビジ ョンは30度 と拡大するため、

臨場感が増大すると言われているが一(図 ①参照)、 実際の家庭での視聴では、ハイ ビジョン放

送の時だけ画面に近づいて見るとは考え られ ない。B本 の家屋事情を持ち出さなくとも、居間に

二つのテ レビ受像機は置かないのが普通であるか ら、ハイビジョン受信機は当然、現行 テレビの

受信機も内蔵することとなっている。とすれば、視聴者は一定の位置から現行テレビもハイビジョ

ン放送も見ることとなるであろう。近づいても画質が良いからチラツキがない。従 って臨場感が

増す とのキ ャッチフレーズは、視聴者が近づかないかぎり、実感されることなく終わ ってしまう

であろう。
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普段のテ レビを見る位置で視聴すれぼ、30イ ンチ程度の受信機では、現行テ レビとハイビジョ

ンの違いは認識されない。多少の違いがあるとしたら、画面が横長であることぐらいということ

になる。 しか しこの横長 というハイビジ ョン特有のスタイルも、昨今の言わゆるワイ ドテ レビに

お株を奪われは じめている。ワイ ドテ レビとは、通常のテ レビ受信機の画面のタテ ・ヨコ比をハ

イビジョンと同じ9:16に したもので、低迷するハイビジョンの普及に比 して、94年 に150万 台

を越える伸びを示 している。さらに、ハイ ビジ ョンを現行テ レビに変換す るコンバータが内蔵さ

れているテ レビ(MUSEをNTSCに 変換)は 、平成8年3月 末で21万 台を越えている。

上に述べたワイ ドテ レビと変換 コンバータ内蔵型の普及は 「ハイビジ ョン普及への橋渡 しとな

る」と楽観的に受けとめる見方もあるが、逆に言えばそれだけハイビジ ョンには訴求効果がうす

いとも言えよう。

4)ハ イ ビジ ョンは家庭 向きではない。

ハイビジ ョン映像の迫力を視聴するためには、40イ ンチ以上の受信機が適当であると言われる

が、奥行きや重量の点で問題が多い。(40イ ンチを越えれば100kg以 上となる)

以上ハイビジョン技術の基本システムが持っ弱点として、視聴者側面か らの指摘を提示 した。

これ らの弱点はハイビジ ョンの評判を 「暗 くてあまりきれいでなく、大きす ぎて重 く、値段も高

い」 というかんばしくないものに落 として しまった。この評判の悪い弱点を克服するための技術

は、当然研究着手されすでにその基礎技術は開発が終了している。

まず、「暗 くて、大きす ぎて、重い」との指摘に対 しては、受信機を現在のブラウン管システ

ムから根本的に変えるいわゆる 「壁掛け型テ レビ」が試作 された。 これは数セ ンチの薄さと10kg

未満 の重量で、壁面に掛けて視るタイプのもので、「液晶タイプ」や 「プラズマタイプ」などが

あるが、共 に現行のCRT(ブ ラウン管タイプ)に 較べて格段の輝度の高さを持っ。

次に、原画画素数が700本 にまで減少が余儀なくされ る 「MUSE伝 送システム」の変更であ

る。先述 したようにrMUSE伝 送 システム」は現在の放送衛星の帯域に乗せるための苦肉の方

便 しとて圧縮を行 ない、さらに間引きを行うために、 どうしても画素を減 らすこととなった。さ

らに現行の各種伝送媒体との整合性、衛星放送 との整合性や早い時期に実用化す る、などの諸条

件が考慮されて、アナログ方式によって電波に乗せることが決定された経緯がある。周知のごと

くアナログ方式はノイズの影響を受けやす く、デジタル信号による方式は高画質を約束す る。

このデジタルハイビジ ョン放送の研究開発は、かなり進展 しているが、実用化の時期について

は、現行のシステムが成熟を迎えハイビジ ョンが一定の普及を終えた2010年 以降と考えられて来

た。全てのイノベーシ ョンに共通するのは、開発された技術のクオ リティーと市場性とのマ ッチ

ングの問題である。ハイビジ ョン技術は、伝送の部分を除けば全てデジタル方式である。(図 一

④参照)

これを伝送も含めたフルデジタルにするのは、時期尚早との考え方が支配的であった。それよ

りも、現行のアナログ放送とマッチング性が良く、すでに完成 されたMUSE方 式を定着させ、

市場で普及す ることの方が優先されたのである。

市場での普及一それは 日本では実験放送から試験放送への早いステップであり、外国に対 して

は、 日本のハイビジ ョン方式による 「世界規格統一」への提言活動であった。 しか し、この 「デ

ジタル」と 「世界規格」の二つのステージ局面で、ハイビジ ョンは強い衝撃に直面することとなっ

たのである。
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図4ハ イビジョン放送の基本構成

第④章 ハイ ビジ ョンが青 ざめた2つ の衝撃

(1)世界統一規格の挫折

杉本昌穂(元NHK技 研所長)は 統一規格の重要性にっいて、次のように述べている。「大き

なシステムにっいては、標準化は技術開発それ自体と同様 に重要です。現行のテ レビ放送方式は

世界的に見て、NTSC、PAL、SECAMの3方 式に分かれてお り、たがいに互換性があ り

ません。 このために味わ った世界の放送界の苦労は並大抵 のものではありませんで した。方式間

の変換に際 して、どうしても画質の劣化が避けられないのです。 このような現状を顧みて、ハイ

ビジ ョンの開発にっいては、その極めて早い時期か ら、世界的統一基準を得 るための努力がっつ

け られてきました」(感 覚革命ハイビジ ョン ・読売新聞社刊)

1972年 には日本はCCIR(国 際無線通信諮問委員会)に ハイビジョン(当時はHigh-Definition

TV)の 規格の世界的統一の必要を提案。80年代に入 るとFCC(米 連邦通信委員会)、SAMPTE

(全米映画テ レビ技術者協会)で 、 ハイビジョンのアメリカ初公開を実施、 さらにEBU(ヨ

ーロッパ放送連合)の 要請により、 ヨーロッパ各国で公開展示を行なう。 こうした日本 のデモ

ンス トレーシ ョンを受けて、各国か ら異なった提案が出される。 代表的なものは、 アメリカの

「NTSCの2倍 の走査線を持っ1050本 案」、ヨーロッパか らは毎秒60フ ィール ドの日本案 を、

現行ヨーロッパ タイプの毎秒50フ ィール ドにとの要望が出される。これに対 して、日本はアメリ

カには日本方式の実用化実績を強調 して説得、ヨーロッパ に対 しては、ハイビジ ョンのPALへ

の変換器 まで開発提供 して同意を求める。

その結果、 事態はスムースに展開するかに見えた。 アメ リカ、 カナダは日本方式に賛成 し、

CCIRに 日本と共同提案、ヨーロッパ(EBU)も1986年5月 のCCIRの 総会で支持を決定す

ると表明するに至った。
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しかし、この直後、事態は急反転す る。EC(ヨ ー ロッパ共同体)内 部での反発である。放送

局の連合体であるEBUは 、使い勝手が良く、実用完成度の高い日本方式を認めたが、メーカー

の発言力が前に出るECで は、技術立国日本への不安と反発が強まったためである。

日本の家電メーカーが、カラーテ レビやVTR、 ビデオカメラなどで世界市場を席捲 した実績

は、ヨーロッパ各国の家電メーカーに危機感を抱かせる結果となった。一 「日本の技術が攻めて

くる。SONYに 全て取 られてしまう。水ぎわで防止す るには、何でも良いか ら日本とは別の方

式を作って、ヨーロッパに入れ るな。」 ことは、政治的に結着を迎えることになる。支持決定は

取 り消され、1986年5月 のCCIR総 会での規格統一は不成功に終る。

日本方式の上陸防止のために、ヨーロッパが発表 した独 自規格は走査線1250本 、50フ ィール ド

というものであった。 自国産業保護 というかつての日本の得意ワザに、 日本のハイビジ ョンはっ

まつ くこととなる。さらに局面は暗転する。アメリカFCC(連 邦通信委員会)は 、突然 日本と

の共同歩調を取 ることを止め、1988年9月1日 に以下の決定を表明 したのである。

「HDTVの 放送方式は、現行のテ レビ受信機でも視聴可能な互換性のあるものでなければな

らない。」この決定は日本方式の完全排除の宣告であった。ソウルオ リンピックが開催中で もあ

り、またとないハ イビジ ョン普及の好機会に活気づいていた関係者には、痛烈な衝撃であった。

何がFCCを 動か したのかにっいては、様hな ことが言われている。アメ リカ政府の国内向け人

気とり、ジャパ ンバ ッシングのは しり、ケーブルTVが 日本方式の採用を表 明したたために、3

大ネ ットワークが防止に出た…など。いずれにせよ、ハイビジ ョンの如き、先端技術集大成のシ

ステム開発は、極めて政治的なテーマとなるということである。現在ヨーロッパは1250本 、50フ ィー

ル ド、アメ リカは1080本 と720本(AdvancedTV)な ど、百家争鳴の様相である。

世界規格統一を断念 した 日本は、国内での放送実績の向上とハー ドの普及、低価格化に向かう

ことになる。1989年6月 には、1日1時 間、BS11チ ャンネルでの定時実験放送が開始。通常の

TVでBS放 送を見ていた視聴者は突然、画面に何も写らなくなり驚かされることとなる。

そして、1991年11月25日 か ら 「ハイビジ ョン推進協会(郵 政省の主導で発足)」 による1日

8時 間の試験放送が開始 となった。

1992年 には、バルセ ロナオ リンピックの中継放送、翌93年 にはウィンブル ドンテニスの取材や、

皇太子結婚パ レー ドの完全中継などイベン トとの連動により、ハイ ビジ ョンの国民への周知は成

功 しっっあるかに見えた。受信機の価格も100万 円を切 り(32イ ンチ98万 円)、 次の年1994年 は リ

レハ ンメルオ リンピックや、ワール ドカップ ・サ ッカーなどハイ ビジ ョン向きのイベ ン トが待ち

かまえている躍進 の年 となるはずであった。その94年2月22日 、再び強烈 な衝撃がハイビジョン

を襲うことになった。

(2)郵政省デジタル方式への変更を表明

衝撃波は、'94年2月22日 の日本経済新聞の朝刊から始まった。その模様をジャーナ リス トの

坂本衛は、雑誌 「放送批評('94,6月 号)」 誌上で次のように書いている。

「MUSEハ イ ビジ ョン見直 し!?江川発言に業界は大シ ョック。2月22日 の早朝、 日経新聞を

広げた放送、家電業界の関係者は、1面 トップ記事を見て息を呑んだ。そこには、『NHK方 式

のハイビジョン推進政策見直 し ・デジタル化進展で郵政省検討 ・試験放送中止も』という衝撃的

な見出しが揚げられていたか らだ。」

日経の記事は郵政省の江川晃正放送行政局長が18日 に開かれた新生党の社会資本部会に出席 し、

.,



『世界の流れはデジタル方式になってお り、NHK方 式を含むアナログ方式は駄 目になってきて

いる』と語 ったことを伝 えていた。

江川局長は 『これ まで、いったん始めた放送をとめた例はない。 しか し、場合によっては、N

HK方 式を見直す可能性も含めて検討 していきたい』 とまで発言。「NHK方 式による試験放送

をやめる可能性も示唆 した」と報道されている。

坂本は又、「これまでデジタルかアナログかという議論が存在す ることすら頑に無視 し、強引

にMUSEハ イビジ ョンの推進を図ってきたのは、ほかならぬ郵政省なのである。NHKか ら実

験放送の免許を取 り上げて、自らの息のかか った、ハイビジョン推進協会に移 し、カネだけはN

HK、 民放、メーカーに負担させ試験放送を続けたのも郵政省。ハイビジョンシティなる構想を

打ち上げ、通産省 との対抗意識をむき出しに して、普及に邁進 したのも郵政省だ。その郵政省が

問題の存在を認めるどころか、従来の政策を全面的に見直 しかという記事が出たのだから、関係

者にとってはまさに寝耳に水だった一(後 略)」 と続けて郵政省を非難する。r郵 政省のお得意

の ビジ ョンなき政策』との見出 しを付けたこの放送批評の記事は、早急にハイビジ ョンを含めた

メデ ィアの将来 ビジョンの確立を訴えて次のように結んでいる。

「ビジ ョンなきメデ ィア政策は、郵政の専売特許だが、その失敗もまた火をみるより明 らかで

ある。」

NHKや 、 日本電子機械工業会、通産省 などは強い調子で江川発言に反発、結局次の夜には、

江川は記者会見 し、発言の事実上の撤回をす ることとなる。

『現行のハイビジョン試験放送や、次の放送衛星BS-4で の本放送は、これまで通 りMUS

E方 式とす る』江川はそう表明 して、 この問題は一応の'お さまり"を見せた。だが、衝撃波の影

響は一般視聴者に広 く及び、現行ハイビジョンが、デジタルへの 「過渡的な機器」であるとの情

報が蔓延す ることとなったのである。受信機 の買い控えが起 こり、普及は足ぶみす ることとなっ

た。この江川発言以降、MUSE方 式ハイビジ ョンは、それまでの最先端テクノロジーの代表者

か ら、次ラ ンナーへの 「ツナギ走者」の位置に転落することとなったのである。
一時の怒 りの興奮か ら覚めて冷静になってみると、江川の発言には、間違った ところはない。

一現在こういった感想をもらす関係者は多い。発言のタイ ミングや、根回 しがなかったのはミス

だが、方向性に於て、正 しいとの一定評価が定着 しているようである。確かに、江川発言はマズ

イ方法ではあったが、問題の所在を明確に してくれた し、一般視聴者にハイビジ ョンに関する適

切な情報を与える契機となったように思われる。

ハイビジ ョンはいっデジタル化するのか?今 買った受信機はその時役立たずになるのか?ハ イ

ビジ ゴン放送実行者はこれらの視聴者の問いに答えることが必要 となった。

今年3月 、NHK営 業総局がまとめたPR用 のハイビジ ョンQ&Aに は次のようなQとAが 記

載されている。

Q:将 来デジタル放送の時代になっても、現在のハイビジ ョンテ レビを使用することができます

か?

A:将 来総合デジタル放送が始まっても、受信機のアダプターを付ければ、現在のハイビジ ョン

テ レビを使用することが出来ます。

聡 合デジタル放送"に っいては別章にてふれるが、2007年 以降、デジタルによるハイビジ ョン

放送が行われ ることが明言され、さらに、そ うなってもサイマル方式でっまりMUSEと デジタ

ルを平行 して行うこともっけ加えて説明されている。
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以上、みてきたように 「世界統一規格失敗」 と 「MUSE見 直 し」という2っ の衝撃は、現行

のハイビジ ョンのスタンスが不安定であり過渡的なものであって、今後さらに、変化をとげるシ

ステムとテ クノロジーの窺 在版"にす ぎないことをはっきりと印象づけたといえよう。

このように、2つ の衝撃は、ハイビジョンをかなり青ざめさせたが、 しか し、その波は未だ予

期可能の波であった。本当の意味で、ハイビジ ョンの顔色を蒼 白にさせ ることになる潮流は、静

かに急速に押 し寄せていた。アメ リカが発生地の 「情報革命」 と呼ばれ るネ ットワークテクノロ

ジーの進展である。それは、総合デジタル技術の上に成立 した、圧倒的なイノベーシ ョン 「多メ

ディア状況の出現」である。

第⑤章 情報革命による環境変化

(Dス ーパーハイウェイ構想

1991年(平 成3年)、 日本でハイビジ ョンの1日8時 間の試験放送が始まった年、アメリカで

「HPC法(HighPerformanceComputingAct)」 という新 しい法律が成立 した。アルバー ト・

ゴア ・ジュニア上院議員が中心となって作った法案で、高性能パーソナルコンピュータを、全米

には りめ ぐらした光 ファイバ ーによってデジタルネ ッ トワー ク化(NationalInformation

Infrastructure全 米情報インフラ)し 、アメリカを高度情報国家と しようとす るものである。

「スーパーハイウェイ」 と呼ばれるゴア ・ジュニア(現 副大統領)の この構想は、アメリカ再

生を 目指す壮大なグラン ド・デザインで、全米の個人をパーソナルコンピュータで結び、デジタ

ル化された信号によって、インタラクテ ィブに交信する未来情報社会を実現 しようとの意図であ

る。 ゴアの父親は1950年 代 に全米に自動車ハイウェイを敷 く仕事を行った人物である。 このハイ

ウェイの建設によって、アメリカは車社会に突入 し、自動車産業が隆盛を迎え、物流は飛躍的に

伸びたことは良く知 られている。r父 は物流のハイウェイを作った。私は情報のハイウ ェイを作

る」 ゴア ・ジュニアのこの言葉は失われかけていたアメ リカン ・ドリームをなっか しむ米国人の

心に火をっ けた。「HPC法 」そのものは、91年 度～95年 度で30億 ドルの予算規模であるか ら、

驚 くほどではないが、キ ックオフマネーとして、産業界や世界に与えた影響ははか り知れないも

のがある。デジタルによる超高速ネ ットワーク建設にアメリカが国家規模で取 り組む。これは、

アメ リカの新たな 「立国宣言」とも受け取れ るものであ った。

(2)コ ンピユータネッ トワーク(イ ンターネッ トなど)の 形成

ゴアの構想はネ ッ トワークの国家による建設促進であるが、アメリカではそれ以前か ら、大学

や研究者を結ぶ国際的なネ ッ トワークが形成 され、発展を迎えようと していた。いわゆる、「イ

ンターネ ッ ト」である。北米だけで、すでに2400万 人を越えたネ ッ トワークを持ち、国民への厳

しい情報規制で有名 な中国政府も、アメリカのプロバイダーと契約 し、1996年 末までに中国国内

の30の 省、地区全てにアクセスポイン トを設置す るという。日本でのネ ットブームは周知の通 り

である。

ところで、これはあまり知 られていないことであるが、ゴア ・ジュニアのスーパーハ イウェイ

構想は、実は 日本のNTTが1990年 に発表 したrVI&P(VisualIntelligent&Persona1)」

という構想 に大変 な危機感を持ち、その対抗策(カ ウンターパ ンチ)と して打ち出された政策で

ある。 ゴアの構想やインターネ ットが火を付けた 「マルチメディア」ブームは日本で こそ健在だ
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が、アメリカでは 「マルチメディア」という言葉はほとんど使われていず、 日本でのみ使われて

いる特殊用語の感がある。

電通総研のプロデューサー湯川朋彦は、この辺 りの日本の事情を 「マルチメディアブームの中

で、情報産業やサービス産業を中心に、事業の多角化や異業種か らの参入など、産業の構造が大

きく変化 して来た。特に1994年 に始 まるインターネ ットブームは、マルチメデ ィアを引き継 ぐ形

で日本に浸透 し、企業に、そ して産業 に影響を与え始めている。誰もが情報の発進者になること

ができるインターネ ッ トという仕組みが広まる中で、情報産業のあり方も大きく変化 している」

(96年情報メデ ィア白書)と 述べている。この変化は一言で言えば、放送 ・通信 ・パ ソコンネ ッ

トの大融合である。デジタル技術が従来のメデ ィア間の垣根を取 り払 ってしまったのである。

(3)多 メ デ ィ ア状 況 の 出 現

ハ イ ビ ジ ョ ンも そ こ に 含 ま れ て い る映 像 ・音 声 メ デ ィ ア は 、 従 来 の 地 上 波(VHF・UHF)、B

S放 送 に加 え 、CS(通 信 衛 星)放 送 、 ケ ー プ ル テ レ ビ 、 さ ら にISDN(IntegratedServices

DigitalNetwork総 合 デ ジ タル サ ー ビス 網 。 電 話 、 デ ー タ通 信 、 フ ァク シ ミ リな どを 一 元 的 にす

る)を 広 帯 域 化 す るB(Broadband)-ISDNに よ っ て映 像 伝 送 を 可 能 にす る シ ス テ ム も加 わ

り、 多 メ デ ィア 状 況 が 加 速 す る こ と と な った 。(表 一⑤ 参 照)

表一5日 本の映像情報通信メディア

伝 送 方 式 メ デ ィ ア 現 況 な ど

地 上 波
一般TV一 2000万 以 上(契 約)

ハ イ ビジ ョンを変 換 してみ せ るク リア ビジ ョン(EDTV)

放送衛星(BS)

一般 テ レビ NHK700万(契 約)
WOWOW180万(契 約)

ハ イ ビジ ョン 14.6万 台(普 及)

通信衛星(CS)
ス ペ ー ス ・ケ ー ブ ル ネ ッ ト JCTVのCNN供 給

委託放送(直 接CS放 送) ス ター チ ャンネ ル
ス ペー ス シ ャ ワー

ケ ー ブルTV

TVの 再 送信

地域番 組

ハ イ ビジ ョン放 送(方 式 変 換 を含む)

スペ ース ・ケ ー ブル ・ネ ッ ト

世 帯 普 及率23.2%

契 約200万

(事 業者 数172社)

B-ISDN (開発中)

コ ン ピ ュー タ ・

ネ ッ トワ ー ク

Eメ ー ル,デ ー タ通 信

イ ン タ ー ネ ッ ト

2400万(北 米)

多メディア状況がテレビなど既存メデ ィアに与えるインパ ク トにっいて、法政大学社会学部教

授の須藤春夫 は次のように書いている。

「メディア融合化のもた らす新たな産業形式の特徴は、既存のメディア産業がメディア単位で

成 り立っているのに対 して、コンピュータやマイクロエ レク トロニクス、高度電気通信手段など

の複数技術を駆使 した複合産業の形態をとっている点にある。(中 略)こ のことは、既存のメデ ィ

ア産業だけではカバーす ることのできない領域の広が りがあることを示 している。」(多 メデ ィ

ア状況を読む一新旧メディアのソフ ト争奪戦。大月書店刊)

又、電通総研シニアプロデューサーの四元正弘は、メデ ィア ・バ トルロイヤルの時代 として、
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1996年 の情報メデ ィア産業の展望を行 っている。以下に抄述すれば

「明日の覇権を夢見て、情報メデ ィア産業界では現在さまざまな提携や買収が繰 り広げ られる。

他を買収 しようと攻勢をかけていた企業が、後 日になって買収される側に立っ。さまざまな離合

集散が断続的に行われ、『昨 日の友は今 日の敵』などということも日常茶飯事。 まさにバ トルロ

イヤルそのものだ。現在アメ リカでは100チ ャンネルを越えるCATVや 衛星放送が登場 してい

るが、このように放送へのデジタル技術の応用によって多チャンネル化が一挙に進みっつある。

さらに今までに主に計算や文書作成などに使われていた コンピュータも、マルチメディアやイン

ターネ ットという名の下でテ レビ放送に対抗するメデ ィアになろうとしている。 このようにディ

ス トリビューションの形態は複雑化 し、肥大化すれぼ、 どうしてもコンテンツ(作 品)の 不足が

発生 してくる。

メディア再編期を迎えた今、デ ィス トリビューション側(TV局 などキャリアー)は 、コンテ

ンツ側(制 作会社)に 対 して、囲い込みたい欲求を持っのは至極当然である。一方有力コンテン

ツ側も、競ってディス トリビューション確保に走る。多チャンネル化が進むなか、ディス トリビュー

シ ョン側は 「今 日」の勝利のために、コンテンツ側は 「明日」のために互いを欲する。そ して、

日本は 「今 日」の、アメリカは 「明日」のステージに立 っている。」('96情 報 メディア白書、電

通総研)

四元の言 うメディア ・バ トルは現在 も進行中であるが、'95年 に世界の注 目を集めたのは、タ

イムワーナーによるTBS(TurnerBroadcastingSystem)の 買収 と、ウォル ト・デ ィズニー

によるABC買 収である。

この二つの買収劇により、世界の1,2位 のメディア企業は、タイムワーナーとデ ィズニーと

いうことになった。この二つの企業の特徴はコンテンツ制作能力とデ ィス トリビューシ ョン能力

の二っを合わせ持っことにある。デ ィズニーに買収されたABC「 グット・モーニング ・アメ リ

カ」のキャスターであるチャールズ ・ギブソンは 「ミッキーマウスが私のボスになるなんて夢に

も思わなか ったよ」といったというが、それにもまして今年6月20日 、オース トラリアのニュー

ズ ・コーポ レーシ ョン社(ル パー ト・マー ドック社長)が 日本のベンチ ャー ビジネスの旗主 ・ソ

フ トバンク社(孫 正義社長)と 合併会社(日 本法人)を 作 り、この法人を通 して間接保有の方

法で 「テレビ朝 日」の株式を取得 した ことは、固い許認可の壁で保護されてきた日本のテ レビ界

の状況を大 きく変える黒船的衝撃を持たらしている。それは、マー ドック氏の日本参入の本当の

狙いは、テ レビ朝 日の地上波にはなく、その先のデジタル ・マルチチャンネル放送にあると考え

られるか らである。6月22日 の朝 日新聞は、新規事業として放送事業を手がけている大手商社な

どのコメン トを報道 している。

「マー ドック氏の狙いは自分のデジタル ・マルチチ ャンネル放送事業の 日本参入」三菱商事。

「マー ドック氏は地上波を通 じて、マルチチャンネル放送の宣伝をす るのだろう」住友系ジュ

ピターテ レコム。

同紙面では、電波法を早急 に改正 して、通信事業への外資参入を規制すべきだとの、郵政省幹

部の声も伝えながら、規制強化に動けば米国との 「摩擦」が起こることを懸念 し、対応を決めか

ねている日本事情をコメン トしている。

以上、CS放 送 とケーブルテレビ、コンピュータネ ッ トワークが既存テ レビメデ ィアに与えた

影響を概説 したが、このことか ら、今後の放送情勢は一っの大きな流れに収斂 しっっあるという

ことが出来る。それが、デジタル ・マルチチャンネル衛星放送である。
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(4)デ ジタル ・マルチチャンネル衛星放送

デジタル通信の帯域圧縮技術を使 った衛星放送は、圧倒的なチャンネル数の増加が可能である。

アナログ波1チ ャンネルで5～6チ ャンネル分が可能で、中継器(Transponder)を 増やせ ば

100～200チ ャンネルの放送ができることになる。この放送システムによる受信側の映像クオリティー

はVHSレ ベルであり、帯域圧縮 という間引きを行 っている割 りには、一定の品質を維持 してい

ると言える。

アメリカでは、すでにCS(通 信衛星)を 使 った ヒューズ社系の 厂デイ レクTV」 が'94年 に

放送を開始 してお り、160万 を越す普及を達成 し、現在では200チ ャンネルの放送を行 っていて、
'97年 の 日本開局が宣言されている

。イギリスでは、マー ドック氏による 「Bス カイB(British

SkyBroadcasting)」 が、200チ ャンネルの計画を発表、 日本向けの 「Jス カイB」 も予定されて

いて、テレビ朝 日株式の取得はこの 「Jス カイB」 事業推進のためのコンテンツ獲得だと考えら

れ る。現行アナログシステムでのrBス カイB」 のイギ リスでの直接受信視聴者は300万 世帯に

達 しているという。デジタルシステムによる 「Bス カイB」 の躍進も充分に予想できるところで

ある。(デ ジタル放送受信は、通常のテ レビにコンバータをっなげば可能で、 コンバータは5万

円前後で販売されている。)ア ジアでは、スターTVが 日本向け日本語放送を今年4月 に開始 し

た。「デイレク トTV」 や 「Jス カイB」「スターTV」 への 日本上陸に対抗 して、JSAT(日 本

サテライ トシステムズ)は 三井物産や住友商事、伊藤忠 などと共に日本初のデジタル衛星放送で

ある 「パーフェクTV」 を今年の10月 より放送開始す る。課金は来年1月 か らと猶予期間を置い

て、5年 間で200万 世帯の契約加入を 目指すという。

映画を30分 おきに放映するニア ・ビデオ ・オン ・デマン ド(NearVideoonDemand)方 式

や、ペイ ・パー ・ビュー(PayperView)方 式の日本初の導入がはか られる。 このように、デ

ジタル ・マルチチ ャンネル衛星放送のCSに よる実現が拡大することは、現行BS(放 送衛星)

によるアナログ放送に重大な影響を与えることとなる。

(5)ど うなるBS-4の 放送方式

郵政省は'96年4月18日 に、電波監理審議会にBS-4(現 行のBS-3の 次号機)に 関わる

基本計画の一部変更を諮問す ると発表 した。BS-4は 、アナログによる8チ ャンネルの周波数

を持っことが決められているが、従来その8チ ャンネルの割 り当てにっいては、NHK(2波)、

WOWOW、 ハイビジ ョンが先発機(BS-4a)に 、後発機である(BS-4b)に は、現行

民放や新規参入事業者、放送大学 などを含めて'96年5月 までに結論を出すとされていた。 この
・rbの 放送方式にっいては、従来、ハイビジ ョン化す るということが方針とされてきた。

NHKが 推進するハイ ビジ ョンに民放が消極的ながら追随 し、郵政省の主唱す る 「ハイビジョン

推進協会」の下で、1日13時 間のハイビジョン放送 に参加 してきたのは、何よりもBS-4bの

免許獲得へのパフォーマンスであった。そのBS-4bの 電波割り当てや方式にっいての結論を、

もう一年先に伸ばす というのである。その理由にっいて郵政省は次のように説明 している。「郵

政省としては、デジタル技術の急激な発展や、放送の国際化の進展等、この3年 間における放送

を取 り巻 く環境変化を考慮 し、今後1年 程度の期間をかけて慎重に検討を進めたいと考えていま

す」(平 成8年4月18日 郵政省報道資料)

これによって、BS-4aに っいては4チ ャンネルで、現在の放送を引き継 ぐ形で、'97年 に

放送開始することは決まったものの、後発機のBS-4bに ついては、ハイビジョンになるか ど
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うかは再検討、又デジタル放送導入の可能性も検討するということになったのである。ハイビジョ

ンは、'97年 のBS-4aの(先 発機)で は、現在の試験放送か ら本放送化が約束されたが、200

1年 になると予想され るBS-4b(後 発機)に っいては、全チ ャンネルのハイビジ ョン化 とい

う悲願への夢は残 しっっも、一方でデジタル衛星放送 という新局面への展開が予測 されることと

なった。っまりBS-4a、4bの8チ ャンネルの完全ハイビジ ョン化は、郵政省みずからの手

によって、ふり出しに戻 ったと言うことができる。 この見直 しの理由にっいて、郵政省はデジタ

ル ・マルチチャンネル放送が実用化段階に入 った ことと、衛星を使用 した映像国際放送の進展を

あげている。郵政省の長年月にわたるデジタルへの移行というコンセプ トが、外圧によって発言

権を回復 したと言えよう。

第⑥章 ハ イビジ ョンは遠い 日の花火か

ハイビジ ョンの置かれている居ごこちの悪い状態は、クオリティー(品 質)よ りクオンティティー

(量)を 先行させ る世界的な情報通信の潮流である。ハイビジョンのスタジオでの映像はた しか

に美 しく、視るものを感動させるに足る高精細度である。それ故、ハイビジ ョンが伝送す る1チ ャ

ンネルは、現行テ レビに較べて美 しく、5倍 近 い情報画素を持っ ことも確かである。(ア ナ ログ

伝送では、画素が減少す ることは第③章で述べたが、現行525本 システムでも、伝送後は画素が3

00本近 くまで減少する)し か しなが ら、情報画素が増えても、1チ ャンネルは1チ ャンネルであ

る。っ まりコンテンツの基本的な中身は変わ らないのだか ら、デジタル圧縮により従来の1チ ャ

ンネルに5～6チ ャンネルを流せ る現行テ レビのマルチチ ャンネル衛星放送にはかなわない。視

聴者の選択の幅が広がることが良しとされ、その結果のコンテンツの集積効果が、ディス トリビュー

ターやコンテンツ制作者の経営環境を向上 させると信 じられているかぎり、ハイビジョンにとっ

ての居心地の悪い状態は続 くと思われる。だが、状況は変化す るものである。昔、夢みた花火が、

永久に咲かないとは言いきれるものではない。ハイビジョンの、一見 「出口なき状態」に見える

ステージが、変化をす るかも知れぬ可能性 にっいて以下に検討 してみ ることとする。

(1)変化のきざ し

第一の変化は、アメリカの ビッグス リー(三 大ネ ットワークであるABC、CBS、NBC)

のハイビジ ョンへの傾斜である。ケーブルテ レビやデジタル ・マルチチ ャンネル放送に追いあげ

られてジ リ貧状態 となった3大 ネ ッ トは、差別化を図る為にハイビジ ョンへの移行を検討 しは じ

めている。BSを 使 う日本のハイビジョン放送 とは違 って地上放送で、 しかも現在のVHFを や

めて、UHF(6メ ガヘルツ)を 使 うという計画である。空いたVHF波 はオークションにかけ

て、一般の通信事業者に分配するという。移動体通信業者がノ ドか ら手が出るほどほ しがってい

ると言われていて、アメ リカはこれによる収入を国庫の新たな財源と考えている様である。アメ

リカのこの動きにっいて、「データブック世界の放送、1994(放 文研編)」で以下のように報告さ

れている。

「アメ リカでは、次世代テ レビATV(AdvancedTV)、 いわゆるHDTV(ハ イビジ ョン)

の標準方式制定の作業が進め られている。ATVは 伝送部分も含めてフル ・デジタル方式とす る

ことがすでに決定されているが、ヨーロッパも当初のアナログ方式HDTVで あるHD-MAC

の開発を断念 し、フル ・デジタル方式を目指すことになった。デジタル方式の核となる画豫圧縮・
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伸長方式にっいてはMPEG-2方 式を推進するなど、協調の動きを見せている。」MPEG-

2方 式は、MovingPictureExpertsGroup(動 画圧縮方式)の ことで、特 にMPEG-2は ハ

イビジョンにも対応可能なもの。気の早い日本では、一部の間でハイビジョン断念説がささやか

れているようだが、欧米では、21世 紀中盤に向けてハイビジョン利用が、次世代情報通信の核と

して位置づけ られ始めているのである。

ハイビジ ョンは次世代TVと して計画開発されてきたものだけに、第一義的にはTV放 送が中

心であるが、一方で産業応用を含めた記録メデ ィアと して優れた長所をもっている。NASA

(アメリカ航空宇宙局)で は、ハイビジ ョンの記録媒体 としての精密度に着 目し、宇宙空間での

実験の記録メデ ィアとして考えているといわれる。スペースシャ トル内での各種実験や活動が、

ハイビジ ョンによって記録されれば、その効用は十分に期待できるものがある。第③章でみたよ

うに、MUSE方 式 による伝送 システムによって、原画素は減少す るが、スタジオ レベルでは1125

本のクオ リティーを持 っており、それは現在の電子メデ ィアの中の最高の解像度であることは間

違いない事実である。ハ イビジ ョンの高精細の特徴は現在のところ、放送よりは医療や教育の現

場で高い評価を受けているようである。国立がんセ ンターのテ レパソロジー(遠 隔病理診断)な

どは医療格差の是正のために、極めて有効なシステムである。 また、教育現場、特に美術や 自然

環境に児童の興味を引きっけ、学習意欲を高めるには好適である。八王子市のこども科学館のハ

イビジョンスクリーンとの対話 しなが らの学習や、東海大学海洋博物館の立体ハイビジョン映像

の試みなどは、将来が楽 しみな教育実験である。

ハイビジ ョンの持っ教育的効果にっいての注 目すべき実例 として、松山市の道後小学校 の授業

が紹介されている(マ ルチメディア教育、高島秀之編、有斐閣刊)

「ハイビジ ョンの特性をうまく使 った授業の例を紹介 したい。松山市の道後小学校の例である。

ハイビジ ョン番組の視聴後に静止画のハー ドコピーをとって、従来のリニアな流れの放送を、ノ

ンリニアなものに置き換 えるという構成主義的発想をとっていた。静止画は子 どもたちによって

入替えが可能であり、それをもとにみずか らのス トー リーを再構築することもできるという試み

であった。ハイビジ ョンが静止画にプリン トできる特性をうまく使い、放送が送 り手の意図によ

るonewayだ ということを覆そうという試みである。」

次に、ハイビジ ョンによる美術展示のシステムは、1989年 の岐阜県美術館での公開を皮切 りに、

全国80ケ 所で導入されている。1994年 に開館 した高岡市美術館では、観客が任意の部分を拡大で

きるシステムや、NHK技 研では、陶器などの立体物は角度をO.2度 ごとに異なった方向か ら撮影

した画像データによって、まるで手にとって鑑賞するように表示できる「ハイパー、リアル、 ミュー

ジアム」と呼ばれるシステムを開発 してお り好評である。

どうや らハイビジョンは放送通信市場でのさまざまな問題をかかえなが らも、未だその輝 く魅

力は色あせ ていないようである。魅力を裏打ちす る紫 ざし"にっいて注意深 く検討すればす るほ

ど、その魅力を支える"実 力"が見えてくる。

放送のクオ リテ ィーの追求か ら生まれたハイビジョンは、それ故にに黛多々益h便 ず"を 是とす

る現在の放送市場では、特異なものとして敬遠されがちであるが、良く考えてみれば、そもそも

ハイビジ ョンは、コンピュータシステムやデジタル方式 と最も相性が良いメディアなのである。

問題は市場 とのマッチングであろう。ハイビジ ョンの普及の足踏みは、いわばマーケティング戦

略の誤 りといえるのかも知れない。未だ十分に成熟 していないブロー ドキ ャス トの時代相の市場

に、ナロウキャス トの特性を持っ商品を急いで投入 したことの、そのことの時間差によって、事
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態が混迷 したのである。

しか し、この混迷は、今までにみてきたように、少 しずっ霧がはれるようにおさまりを取 り返

しは じめているようである。市場ニーズは、一定の方向に、ハイビジ ョンにとっては好 ましい方

向に向かいっっあるように見える。その方向とは 「大衆参加の基本的インフラである通信システ

ムは、より高いクオ リティーを求める」ということである。 この方向性に応えるために、ハイビ

ジ ョンには何が出来 るであろうか。又そのためには、 どのような自己改革を遂げるべきであろう

か。技術 とコンテンツ(ソ フ ト)の 両面から検討 してみよう。

(2)待 たれる新たな技術システムとコンテンツ戦略

経済企画庁の94年 度消費動向調査によれば、.全情報メディアのなかで、普及率、普及台数とも

に最も高い値を示 しているのは 「カラーテ レビ」である。普及率は98.9%。 普及台数は212.7台

(共に100世 帯当り)こ の数字は、日本全国、各家庭に2台 のカラーテ レビがあるということで

ある。又、最近の傾向としてワイ ド・テ レビの売れ行きの急上昇がある。現行テ レビを横長に し

たものだが、すでに530万 台を越 えたと言われている。(ハ イ ビジョン推進委員会資料によれば、'

96年6月 末でワイ ドテ レビの出荷累積は536万 台である)上 記二つの数字を元に数年後の日本の

平均的家庭を描けば、家族の団欒す る居間に大型のTVを 置き、息子か娘の部屋 にもう一台ずっ

の小型か中型のTVが ある状況が眼にうかぶ。

さらに十数年後には、 どうなっているか。息子か娘の部屋にあるTVは マルチメディア対応の

デスク トップとして、TVも 含めた多 目的端末となっているだろう。では居間にあるワイ ドテ レ

ビは どうなっているのか。現在売れているワイ ドテ レビは30イ ンチ前後である。これがさらにワ

イ ド化 の方向に向かうことは間違いないように思われ る。っまり、上記の二っの数字 はTVが

「個別化とワイ ド化」に向かう市場動向を示 していると考え られるからである。

市場がワイ ド化を求めれば、それに最も適 したハー ドはハイビジ ョンである。ただ し、その為

には大重量と大容積か らの脱却が必須条件となる。平均的 日本家屋に30イ ンチを越えて40イ ンチ

ものTVを 置くために、市場の求めに応えるために、重 くなくて場所を取らない 「壁掛けテ レビ」

の開発を急 ぐ必要がある。「壁掛けテ レビ」に使えるフラッ ト・ディスプ レイは、現在液晶や プ

ラズマなどの方式が研究されているが、一 日も早い製品化が市場のニーズに応える道となるであ

ろう。 このワイ ド・フラ ット・ディスプレイの開発は、デジタル放送化よりも急 ぐ必要がありそ

うだ。何故なら、視聴者は、デジタルによる高品質化よりもワイ ド化に伴 う臨場感の増大を求め

ていることが、現行ワイ ドテ レビの販売台数の増加によって示されているか らである。

次に息子と娘の部屋にあるTVは どうなるべきであろうか。ゲームやワープロ ・パソコンと相

性が良く、手慣れている若い世代は、部屋に置かれたデ ィスプ レイに、彼等が欲 しいと考えるか

ぎりのサー ビスを求めてくることが予想され る。21世 紀 に入 っても、 日本の家屋事情が改善 され

るとは思われ ないか ら、子どもたちの部屋に複数のディスプ レイを設置 してお くことは非能率で

ある。 したが って、新 しいデ ィスプレイ機能には、デジタル技術によって統合された多 目的なメ

ディアへの対応が期待される。それはハイビジ ョンや現行テ レビ・ゲーム ・ケーブルテ レビ・デー

タサービスなどいわゆるマルチメデ ィア対応のデ ィスプレイとなるであろう。

これは第⑤章の多メデ ィア状況の出現の項でみてきたB-ISDNを 放送に利用するシステム

で、ISDB(lntegratedServicesDigitalBroadcasting)と 呼ばれ るシステムがある。 この

デ ィスプレイでは、ハイビジ ョンはマルチ情報サー ビスの中のワン ・オブ ・ゼムである。っまり
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選択す るメディアに自動的に対応する 「か しこいディスプレイ」の開発が要求される。全てのサー

ビスがハイ ビジ ョンで送 られて くる必要はないのだか ら、受信機側はそれぞれの信号に応 じて、

最 も適当な表出の仕方を選べば良いわけであ る。子 どもたちは、もっとワイ ドな画面で臨場感の

ある視聴スタイルが欲 しくなれば、居間に集 まってくる。ホームシアターの様相を呈す る居間の

デ ィスプ レイは、やがて本当の意味の高精細を求めるようになるであろう。それはスタジオで見

るハイビジョンの情報量をそのまま保持す るものでなければならない。デジタル圧縮による画素

の間引きを最小限に止め、受信側での伸長に も無理が出ないようにす ることで、スタジオでの11

25本 画素が可能なかぎり保持 されるようになる。そのようなハイビジ ョンデジタル放送の確立で

ある。

NHK技 術主幹の為ケ谷秀一氏によれば、NHKが 研究を進めているISDBで は、スタジオ

品質 レベルのデジタルハイビジョンを含む21ギ ガヘルツの衛星電波で広帯域伝送による統合デジ

タル放送を検討 しているとのことである。「フラッ ト・ディスプ レイ」「ISDB」 これ らのテク

ノロジーが完成 した時、ハイビジ ョンは開発当初の夢に再挑戦するステージに上 ったといえる。

新たなステージは出来上 った。さて、そのステージでは何が演 じられるのであろうか。 コンテ

ンツの問題である。これは良く言われることであるが、ハー ドはその姿が消えなければ、本当の

意味の普及にはならない。話 しに夢中の時、ハー ドとしての電話機は意識されない。電話機の形

態が珍 しかった初期普及段階か ら、使い勝手が良くなるにっれて電話機そのものは使用者の 目の

前か ら消え、サービスとしての音声のみが意識されることになる。テ レビも又然 りである。初期

普及段階では、受像機は大変めず らしく値段も高いものであった。スイ ッチが入 っていない時で

も、テ レビは部屋にあ って一種 のはれがま しい存在感をふりまいていた。 しか し今は どうだろう

か。見ていない時のテ レビ受像機なんかに注意をはらう者はいない。テ レビ受像機 というハー ド

は、すでに我hの 眼の前から姿を消 しているのである。車も又そうである。車が普及をは じめた

のは、フォー ドによる大量画一生産が始まってか らであり、多少のスタイルの違いはあっても、

ハン ドル、ブレーキ、クラッチというFラ イ ビング ・システムの方式は、全ての車に共通す るも

のとなってか らのことである。そ して、日本車 ・カローラによる本格的で圧倒的な普及の段階で

は、オーナーは安 く、便利 な移動システムとして使用 したのである。初期の車のようにピカピカ

に磨かれて、乗 らない時にも誇 らしげに車庫に飾 られるということはなくなって、車は我hの 前

か ら姿を消 したのである。姿は消 したが、車は現代の生活の必需品であり、今や中国などの発展

途上国にも広がりっっある。中国では未だハー ドとしての姿が使用者の眼に焼きっいているであ

ろうが、アメリカや 日本では事故でも起きないかぎり、道路上の車に視線が集まることはない。

ハー ドが消え何が残るのか。 コンテンツであ る。舞台というハー ドでは上演される劇が、電話で

は相手の声が、テ レビでは番組が、車では早 くて楽な移動こそが問われ る。

ハイビジ ョンも当然この 「ハー ド消滅の原則」の埓外にあるわけではない。 しか しなが ら現状

は どうであろうか。ハイビジョンのCMを 見て印象に残 るのは、うるさいばかりのハー ド機能の

宣伝である。曰く 「ワイ ド」「1125本」「高精細」「マルチメディア」等h。 しか も、 これ らの機

能を表現するために、現行TVの 映像をわざと劣化させて、ハイビジ ョン映像(こ れも現行TV

ではあるが)と 対比するという有様である。 このことはハイ ビジ ョンの普及が未だ初期段階であ

ることを示す、何よりの証明である。

映画館は、その宣伝に当って映写機の性能や、スクリーンの大きさを第1に することはない。

宣伝すべきは映画の内容 なのである。
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桂 敬一(東 大社会情報研教授)は 、この辺の状況をハー ド・オ リエンテ ッ ド(HardOriented

ハー ド志向)と いう言葉で批判する。「日本の手遅れ(通 信 と放送の融合というマルチメデ ィア

時代に乗り遅れる)は 別のところにあると思うんです。それは日本の放送界がハー ドオ リエ ンテッ

ドであったことに起因す る。NHKハ イビジ ョンは世界一で、これが世界規格にならないはずが

ないとか、そんなところばか り金を使 っていたために、 日本のオ リジナルな映像作品が何にもな

いってことですよ。世界に通用す る映画なんて一本 も作れていない。いいのはゲームとコミック

ぐらいで、大人の鑑賞に堪えうる映像作品なんて何 もないで しょう。ハー ド・オリエ ンテ ッドだ

けで行 こうとした災いが出ていると思う」('94放 送批評5月 号)大 人の鑑賞に堪えうる作品は何

もないは言い過ぎで、ハ リウッド型のコンテンツだけが作品だとは思われないが、氏の言葉には、
'ものづ くりは出来ても文化創造に弱い"と いわれているとす る日本人の自意識の表明があるのか

も知れない。 しか し、放送のコンテンツは氏の言うような'す ぐれた作品"や"世 界に通用す る映

画"だ けで成立す るわけではない。む しろ、一見では眼を引かない、 日々の生活 に欠かせない情

報と、幅広 く安定 した情報提供体制とに、その最 も重要な要素がある。

車は華麗 なレーサー ドライバーの為にあるのではなく、生活道路の狭い路地を走る庶民の為に

あるのである。「ハー ド・オ リエンテ ッド」も困るが、「作品至上主義」 も一般視聴者の関心か ら

は遠い。とは言うものの、ハイビジ ョン、コンテンツの現状は未だに 「ハー ド・オ リエンテ ッド」

であり、「ハー ド消滅の原則」か らははるかに離れた位置にあるというべきである。

ハイ ビジ ョン番組制作の初期 に良く言われたような、ロング ・シ ョッ トでも細部がはっきり見

えるので、スポーツ中継や劇場中継では、アップの多用は必要ない(視 聴者が自分の眼でアップ

して くれるか ら)と か、普通では写 らない細かい部分が撮れるので、美術撮影には向くが、スタ

ジオセ ッ トの手抜きは気を付けうとか、合成にす ぐれているので、ロケはせずにスタジオでいけ

るとかいった、ハー ド仕様からの演出スタイル決定という逆転は少なくなったものの、細か く、

美 しく、ハイビジョンらしく撮 らねばならないという強迫観念が、作品のここか しこに散見する。

そのことは番組のラインア ップにも反映され、歌番組やスポーツ、美術、紀行や自然 ものなど、

ハイビジ ョンの強みが発揮できると思われているコンテンツ中心の編成となっている。そこから

は、ハイビジ ョンのようなニユー ・メディアが持っべき噺 たな時代に向かうメ ッセージ"は 聞こ

えてこない し、たまに聞き取れても、その声は小さい。

今、ハイビジョン ・コンテンツが最も力を注 ぐべ きは、時代を運ぶ情報通信メディアとしての、

グローバルでア ップ ・トゥ・デイ トな世界情報のボリュームのある提供である。視聴者の趣味嗜

好にのみ迎合す ることは、折角のメデ ィアのさきがけとしての役割を抹殺 して しまうことになり

かねない。

デジタルに統合された情報単元を持っハイビジ ョンは、インター ・メディアとして展開す る日

を待 っているのである。インター ・メディアとしてのハイビジ ョンを支えるコンテンツの供給体

制は当然、世界規模とならざるを得 ない。

過去の 「ベーター対VHSの 戦い」は、コンテンツ供給量で圧倒的であった(ハ リウッ ドを味

方につけた)VHSの 勝利となったことは我 々の耳 目に新 しい。ハイビジョンが現在の殻を破 り、

フル ・デジタル方式を持っディス トリビューターとなる2010年 代、その憂い顔の行方を決めるの

は、 コンテ ンツの供給システムの構築にかかっているのである。

その意味では、コンテ ンツの制作と供給のあ り方が問われるべ きであるが、それは他 日、稿 を

あ らためるとして、コンテンツの制作・供給での新たな問題点として、次の二点を指摘 しておきたい。
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一は、デジタル著作権の問題である。デジタル映像は半永久的な耐用年数と精度を持っだけに、

著作権の新たな トラブルが予想 されるため、検討を要するからである。

二は、ハイビジ ョン ・コンテンツの制作費と課金システムである。現在、NHKに 例を取れば、

ハイビジ ョン ・コンテンツに関わる予算は167億 円で、これはNHK全 体の経費率でみれば2.8%

に当たる。2～3%と いう数字は研究開発 レベルで妥当とされる予算計画であって、普及 レベル

のものではないように思われ る。向上が希まれ るところである。

次に課金システムであるが、「ハイビジ ョン付加料金」を設定す るかどうか、また時期はいっ

にす るか。r総 合デジタル料金」のような考え方の中に包含すべきか、検討を始めるに早す ぎる

ことはない。
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